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マスター タイトルの書式設定

1.知的財産戦略調査会とは
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マスター タイトルの書式設定そもそも「知的財産」とは（定義）
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知的財産基本法 第２条

「知的財産」とは、
発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他の⼈間の創造的活動により⽣み出される
もの（発⾒⼜は解明がされた⾃然の法則⼜は現象であって、産業上の利⽤可能性があるも
のを含む。）、商標、商号その他事業活動に⽤いられる商品⼜は役務を表⽰するもの及び
営業秘密その他の事業活動に有⽤な技術上⼜は営業上の情報（1項）

「知的財産権」とは、
特許権、実⽤新案権、育成者権、意匠権、著作権、商標権その他の知的財産に関して法
令により定められた権利⼜は法律上保護される利益に係る権利（2項）

出典︓知的財産基本法

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=414AC0000000122


マスター タイトルの書式設定そもそも「知的財産」とは（体系）
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マスター タイトルの書式設定知的資産、無形資産との関係
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マスター タイトルの書式設定⾃⺠党︓知的財産戦略調査会とは
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l 知的財産戦略について総合的な視点から基本政策を扱う「調査会」（党則48条)＊＊
l 2006年4⽉25⽇、初会合を実施＊

⾃⺠党での知的財産に関する議論

知的財産戦略調査会の設置前（〜2006年）
司法制度調査会や経済産業部会などの関係する調査会や部会が合同会議の形で議論

知的財産戦略調査会の設置後（2006年〜）
知的財産戦略調査会に会議をまとめ、総合的な視点から議論を⾏い、政策提⾔を強化＊

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jaes/34/2/34_33/_pdf
https://www.jimin.jp/aboutus/pdf/organization.pdf
https://www.yakuji.co.jp/entry29.html
https://orsj.org/wp-content/corsj/or51-8/or51_8_475.pdf


マスター タイトルの書式設定⾃⺠党︓知的財産戦略調査会 コンテンツ⼩委員会（2013-）
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マスター タイトルの書式設定政府︓知的財産戦略の推進に関する体制
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マスター タイトルの書式設定

2.過去の提⾔等と実現した政策
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マスター タイトルの書式設定

提⾔等の⼀覧
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マスター タイトルの書式設定知的財産戦略調査会の提⾔⼀覧（⼭⽥太郎が関わったもの）
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２０２０年１⽉３０⽇
 ① 海賊版対策のための著作権法改正に関する申し⼊れ

 ２０２０年５⽉２１⽇
 ② 知的財産戦略調査会 提⾔（2020年） 

 ２０２０年９⽉  １⽇
 ③ 国⽴国会図書館の図書等のデジタル化についての提⾔

 ２０２１年６⽉  １⽇
 ④ 知的財産戦略調査会 提⾔（2021年） 

 ２０２３年５⽉２３⽇（New︕）
 ⑤ 知的財産戦略調査会 提⾔（2023年） 

※
知的財産戦略調査会 提⾔（2021年）の
策定当時、⼭⽥は、デジタル⼤⾂政務官であり、
政府側の⼈間であった



マスター タイトルの書式設定知的財産戦略調査会の過去の提⾔等 ⼀覧（その1）
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2020年1⽉30⽇
海賊版対策のため
の著作権法改正に

関する申⼊れ

2020年5⽉21⽇

知的財産戦略調
査会提⾔

https://taroyamada.jp/wp-content/uploads/2020/02/b17d2f98173896398bc727feb8728131.pdf
https://taroyamada.jp/wp-content/uploads/2020/02/b17d2f98173896398bc727feb8728131.pdf
https://taroyamada.jp/wp-content/uploads/2020/02/b17d2f98173896398bc727feb8728131.pdf
https://www.jimin.jp/news/policy/200198.html
https://www.jimin.jp/news/policy/200198.html


マスター タイトルの書式設定知的財産戦略調査会の過去の提⾔等 ⼀覧（その2）
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2020年9⽉1⽇
国⽴国会図書館の
図書等のデジタル化

についての提⾔

2021年6⽉1⽇

知的財産戦略調
査会提⾔

https://www.jimin.jp/news/policy/200591.html
https://www.jimin.jp/news/policy/200591.html
https://www.jimin.jp/news/policy/200591.html
https://www.jimin.jp/news/policy/201663.html
https://www.jimin.jp/news/policy/201663.html


マスター タイトルの書式設定

海賊版対策のための著作権法改正
に関する申し⼊れ
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マスター タイトルの書式設定海賊版対策のための著作権法改正に関する申し⼊れ
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l 2020年2⽉3⽇ 萩⽣⽥⽂部科学⼤⾂ 申し⼊れ

以下4項⽬を政府に対して要請

1. 侵害コンテンツのダウンロード違法化の対象から、「著
作権者の利益を不当に害しないと認められる特別な事情
がある場合は除外すること（⺠事、刑事の両⽅）」

2. リーチサイト規制に関する刑事罰の運⽤を懸念する声も
あることから、侵害コンテンツのダウンロード違法化と
同様、インターネット利⽤が不当に制限されないように
運⽤上の配慮を⾏う旨を附則に明記すること

3. 海賊版対策の本丸である「違法アップロード対策」を充
実するための⽅策（特に⺠間との協働や国際連携、国際
執⾏など）について検討、措置を⾏う旨を附則に明記す
ること

4. 研究活動などにおける著作物利⽤の困難性を指摘する声
もあることから、研究⽬的の権利制限規定の創設、その
他デジタル社会に対応した知財活⽤のための施策につい
て、権利者の利益保護に留意しつつ、速やかに検討を進
めること



マスター タイトルの書式設定2019年 スクショ違法化 騒動

17出典︓朝⽇新聞デジタル 2019年1⽉25⽇（https://www.asahi.com/articles/ASM1S67BPM1SUCVL011.html） 出典︓ABEMA TIMES（https://times.abema.tv/articles/-/7024511）



マスター タイトルの書式設定令和2年著作権法改正︓概要
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１．インターネット上の海賊版対策の強化
 ① リーチサイト対策
 ② 侵害コンテンツのダウンロード違法化

 
 ２．その他
 ⑴ 著作物の円滑な利⽤を図るための措置

① 写り込みに係る権利制限規定の対象範囲の拡⼤
② ⾏政⼿続に係る権利制限規定の整備
③ 著作物を利⽤する権利に関する対抗制度の導⼊

 ⑵ ライセンス料相当額の考慮要素の明確化
④ 著作権侵害訴訟における証拠収集⼿続の強化
⑤ アクセスコントロールに関する保護の強化

 ⑶ その他
⑥ プログラムの著作物にかかる登録制度の整備

出典︓⽂化庁HP「令和2年通常国会 著作権法改正について」（説明資料）より

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/r02_hokaisei/


マスター タイトルの書式設定令和2年著作権法改正︓衆参全会⼀致で成⽴

19出典︓参議院HP 議案情報（https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/201/meisai/m201080201049.htm）



マスター タイトルの書式設定1.インターネット上の海賊版対策の強化
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マスター タイトルの書式設定1.①リーチサイト対策
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マスター タイトルの書式設定1.②侵害コンテンツのダウンロード違法化
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マスター タイトルの書式設定2.①写り込みに係る権利制限規定の対象範囲の拡⼤
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マスター タイトルの書式設定2.②⾏政⼿続に係る権利制限規定の整備
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マスター タイトルの書式設定2.③著作物を利⽤する権利に関する対抗制度の導⼊
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マスター タイトルの書式設定2.④著作権侵害訴訟における証拠収集⼿続の強化
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マスター タイトルの書式設定2.⑤アクセスコントロールに関する保護の強化
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マスター タイトルの書式設定2.⑥プログラムの著作物に係る登録制度の整備
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マスター タイトルの書式設定スクショ違法化騒動が起きた法案からの修正点
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申し⼊れ２

申し⼊れ3

知財⼩委
の議論で
予め整理
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マスター タイトルの書式設定2019年︓DL違法化に関する主な流れ

30

著作権法の
改正・施⾏

初めて刑事罰の対象となる
※漫画や雑誌、論⽂などの静⽌画コンテンツの違法ダウンロードは規制されず2012年10⽉1⽇

著作権法改正案
⽂化庁公開

違法ダウンロードとなる著作物の範囲としていた「⾳楽・映像」の限定を解除し、「漫画・書籍・論
⽂・コンピュータプログラム」など、すべての著作物が対象2019年2⽉25⽇

著作権法改正案
国会提出⾒送り

国⺠の理解が深まっていないという指摘、国⺠の⽇常的なインターネット利⽤が萎縮するとの懸
念や、漫画家などの海賊版被害の当事者から違法化の範囲が広すぎるという意⾒もあり、⾃⺠
党総務会でこの法案を差し戻し決定

2019年3⽉13⽇

知財⼩委員会
事務局⻑就任

⾃⺠党の著作権法改正を扱う「知的財産戦略調査会 デジタル社会実現に向けての知財活⽤
⼩委員会」の事務局⻑（実務責任者）に就任
数⼗回にも及ぶ会議を開催し、関係者よりヒアリンングを⾏った
「海賊版対策のための著作権法改正案」を取りまとめた

2020年12⽉4⽇

著作権改正案
可決・成⽴ 衆参両院で全会⼀致2020年6⽉5⽇



マスター タイトルの書式設定2019年︓DL違法化
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� 2020年6⽉5⽇「改正著作権法」成⽴（衆参両院で全会⼀致）
⾃⺠党で著作権法改正を扱う「知的財産戦略調査会 デジタル社会実現に向けての知財活⽤⼩委員会」の責任者（事務局⻑）として、
⽂化庁著作権課との擦り合わせを⾏ってきました。
今回の法案は、10回を超える会議や検討会等で、あらゆる⼈たちの⽬に触れて、⾮常に問題が多かった前回の法案を修正して、海賊版
は許さないが、決して萎縮に繋がらないようにと、⾒直されて出来たものであり、保護と利⽤のバランスがとれたものとなっています。

侵害コンテンツDL違法化（刑事）の範囲 「⼆次創作・パロディ」のダウンロードや
「軽微なもの」のダウンロードを

違法化対象から
除外することにしました。



マスター タイトルの書式設定侵害コンテンツDL違法化（刑事）の範囲
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著作権法上の著作物にあたらないもの（事実に関する⽂章など）
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★︓⺠事事件の場合は要件とならない ☆︓⺠事事件の場合は⽴証はユーザー



マスター タイトルの書式設定

知的財産戦略調査会 提⾔
（2020年）
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マスター タイトルの書式設定知的財産戦略調査会 提⾔（2020年） 申し⼊れ 

34

l 2020年5⽉22⽇ 菅官房⻑官等に申し⼊れ

以下の項⽬等を政府に対して要請

1. 知財分野の訴訟⼿続・情報開⽰⾒直し検討

2. 海賊版対策の国レベルの国際協調の強化

3. 公的裏付けをもった海賊版対策組織

4. 次世代デジタル著作権の確⽴（短期・中⻑期）

5. 著作権者 DB の整備（含 隣接権者への配分）

6. 販売⽬的プラットフォーム整備⽀援

7. その他
・フリーランス保護
・クリエーター⽀援
・制作現場の⽣産性向上
・クリエーターへの適切な対価の還元
・コンテンツの流通・利活⽤の促進



マスター タイトルの書式設定発信者情報開⽰⼿続の⾒直し
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１．省令改正（2020年8⽉31⽇改正、即⽇公布・施⾏）＊

 ○ 開⽰情報への「電話番号」の追加
 
 ２．プロバイダ責任制限法改正（2021年4⽉21⽇改正）＊

 ① 新たな裁判⼿続の創設
 ② 開⽰請求を⾏うことができる範囲の⾒直し

出典︓総務省HP「インターネット上の違法・有害情報に対する対応（プロバイダ責任制限法）」

提⾔１

提⾔１

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban18_01000095.html
https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/204/meisai/m204080204038.htm
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/ihoyugai.html


マスター タイトルの書式設定発信者情報開⽰の問題点（2020年5⽉時点）
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マスター タイトルの書式設定プロバイダ責任制限法改正
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マスター タイトルの書式設定外国会社の登記の徹底

38

⽇本国内で法⼈登記をしていなかった
⽶グーグルや⽶マイクロソフトが、法
務省の再三の要請に応じる形で、よ
うやく登記を済ませた。インターネット上
で情報発信や通信販売などの場を提
供する「デジタルプラットフォーマー」であ
る⼤⼿ＩＴ企業を巡っては、影響⼒
の⼤きさに対して「情報開⽰や顧客保
護が不⼗分だ」との指摘が根強い。今
回の登記も、透明化に向けた⼀歩と
いえそうだ。（以下略）

出典︓産経新聞「透明化に向けた⼀歩 グーグル、ＭＳが初の法⼈登記」2022年7⽉25⽇

出典︓NHK「登記義務守らない外国会社7社 義務違反で地裁に通知 法務省」2022年7⽉1⽇

⽇本で事業を⾏う「外国会社」をめぐり、会社法で定められた登記の申請を⾏う意思を⽰さな
いIT事業者7社について、法務省は義務違反だとして、東京地⽅裁判所に通知しました。
法務省が登記を⾏わない「外国会社」に対し、過料を科すべきだとして裁判所に通知するの
は初めてです。
法務省は⽇本で事業を⾏う「外国会社」について、会社法で定められた登記の義務を徹底す
る必要があるとして、順守していないとみられるIT事業者48社に対し、去年12⽉から登記を
促す⽂書を発出するなどして、申請を⾏うよう促してきました。
しかし、その後も対応に進展がみられず、登記の申請を⾏う意思を⽰さないIT事業者7社に対
し、法務省は6⽉30⽇付けで義務違反だとして東京地⽅裁判所に通知しました。
法務省が登記を⾏わない「外国会社」に対し、過料を科すべきだとして裁判所に通知するのは
初めてです。
法務省によりますと、これまでに登記の申請を促したIT事業者48社のうち、10社は登記を完
了するなどしたか、電気通信事業を廃⽌して申請が不要になったということで、登記に⾄ってい
ない31社についても、引き続き申請を⾏うよう求めることにしています。

https://www.sankei.com/article/20220725-OMQVQBORANKGZAZAGYJD7JPJOE/
https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220701/k10013698391000.html


マスター タイトルの書式設定令和3年著作権法改正
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１．図書館関係の権利制限規定の⾒直し
 ① 国⽴国会図書館による絶版等資料のインターネット送信
 ② 図書館等による図書館資料のメール送信等 

 
 ２．放送番組のインターネット同時配信等に係る権利処理の円滑化

 ① 権利制限規定の拡充
 ② 許諾推定規定の創設
 ③ レコード・レコード実演の利⽤円滑化
 ④ 映像実演の利⽤円滑化
 ⑤ 協議不調の場合の裁定制度の拡充

出典︓⽂化庁HP「令和3年通常国会 著作権法改正について」（説明資料）より

提⾔４

提⾔４

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/r03_hokaisei/


マスター タイトルの書式設定令和3年著作権法改正︓衆参全会⼀致で成⽴

40出典︓参議院HP 議案情報（https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/204/meisai/m204080204057.htm）



マスター タイトルの書式設定1.図書館関係の権利制限規定の⾒直し（基本的な考え⽅・制度改正の全体像）

41
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マスター タイトルの書式設定1.①国⽴国会図書館による絶版等資料のインターネット送信
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マスター タイトルの書式設定1.②図書館等による図書館資料のメール送信等
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マスター タイトルの書式設定2.放送番組のインターネット同時配信等に係る権利処理の円滑化
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マスター タイトルの書式設定2.①権利制限規定の拡充
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マスター タイトルの書式設定2.②許諾推定規定の創設
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マスター タイトルの書式設定2.③レコード・レコード実演の利⽤円滑化
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マスター タイトルの書式設定2.④映像実演の利⽤円滑化（その1）
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マスター タイトルの書式設定2.④映像実演の利⽤円滑化（その2）
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マスター タイトルの書式設定2.⑤協議不調の場合の裁定制度の拡充
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マスター タイトルの書式設定

国⽴国会図書館の図書等の
デジタル化についての提⾔

51



マスター タイトルの書式設定国⽴国会図書館の図書等のデジタル化についての提⾔ 申し⼊れ 

52

2020年 提⾔申⼊

9⽉2⽇(⽔) l ⼭東 昭⼦ 参議院議⻑
l 松村 祥史 参議院議運委員⻑

9⽉3⽇(⽊)
l ⼤島 理森 衆議院議⻑
l ⾼⽊ 毅 衆議院議運委員⻑
l 財務省 ⽮野 康治 主計局⻑

9⽉4⽇(⾦) l 森⼭ 裕 衆議院国対委員⻑

12⽉16⽇(⽔) l ⿇⽣ 太郎 財務⼤⾂
国会図書館館⻑

⿇⽣太郎財務⼤⾂

⼤島衆議院議⻑・⾼⽊議運委員⻑⽮野主計局⻑⼭東参議院議⻑・松村議運委員⻑



マスター タイトルの書式設定国⽴国会図書館の図書等のデジタル化の実現

53

2019年12⽉4⽇ 党・知財調査会 デジタル社会知財活⽤⼩委「事務局⻑」就任
知財の利⽤促進として国会図書館資料デジタル化についても検討

2020年9⽉1⽇ 党・知財調査会として「国⽴国会図書館の図書等のデジタル化につ
いての提⾔」をとりまとめ、5年総額207億円の予算措置を要請

2021年1⽉28⽇ 令和2年度第3次補正予算の成⽴により、
国会図書館資料デジタル化予算60億円を措置※

2021年12⽉20⽇ 令和3年度補正予算案の成⽴により、
国会図書館資料デジタル化予算47.5億円を措置※

2021年5⽉26⽇ 2021年改正著作権法が成⽴（2022年1⽉1⽇施⾏）
図書館等による図書館資料の公衆送信を可能化する改正※

2022年5⽉ デジタル化済みの資料のうち絶版等で⼊⼿困難なものについて
国会図書館サイト上での閲覧サービス開始※

https://www.mof.go.jp/policy/budget/budger_workflow/budget/fy2020/fy2020.html
https://www.mof.go.jp/policy/budget/budger_workflow/budget/fy2021/fy2021.html
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/r03_hokaisei/
https://www.ndl.go.jp/jp/news/fy2021/211222_01.html


マスター タイトルの書式設定

知的財産戦略調査会 提⾔
（2021年）

54



マスター タイトルの書式設定知的財産戦略調査会 提⾔（2021年） 申し⼊れ 

55

l 2021年6⽉3⽇ 井上信治内閣府特命担当⼤⾂ 提⾔申し⼊れ
デジタル化の進展や産業構造の変化を踏まえて各分野の提⾔をまとめました
（1）「国際標準の戦略的な形成・活⽤」
（2）信頼性のある⾃由なデータ流通（DFFT）推進でのイニシアティブの発揮を含む「データ利活⽤推進」
（3）企業価値の向上と更なるイノベーションにつなげる「知的財産の投資・活⽤の促進」
（4）新型コロナの影響を踏まえた「コンテンツ戦略」
（5）デジタルアーカイブや海賊版対策、国会DX「デジタル社会推進のための知財活⽤」
（6）学校建築でのプロポーザル⽅式やコンペ⽅式の採⽤など「公共調達における知的⽣産者の適切な選定」



マスター タイトルの書式設定デジタルコンテンツ⼩委員会 提⾔

56

1. デジタルコンテンツの利活⽤について
・次世代デジタル著作権の確⽴までの⼯程表の作成
・権利情報データベースの整備
・簡素で⼀元的な権利処理を可能とする⽅策の検討
・新しい権利管理や利益分配モデルの社会実装の検討
・⽇本のコンテンツの海外展開⽀援
・国会図書館から利⽤者への絶版商業雑誌（現に流通している単⾏本への
影響が⼤きいものは除く）及び絶版漫画の送信の実現

・デジタルアーカイブ社会実現に向けた政府実施計画の作成及び予算措置
・デジタルアーキビストの国家資格創設の検討

2. インターネット上の海賊版対策について
・発信者情報開⽰制度の継続的な改善
・⽇本において事業を⾏う海外のプロバイダに対する外国会社の登記の徹底
・外国の裁判所での法的⼿続を補助する仕組みづくり
・⽇本の捜査機関が効果的な国際連携により主体的に捜査を⾏うことが

できる環境の整備
・⼗分な予算措置による官⺠共同での集中的・効果的な取締り
・公的裏付けをもった海賊版対策組織の強化

3. 国会のDXについて
・⽴法⽬的の公衆送信を可能とする著作権法42条改正等の検討
・国会審議映像のSNS投稿等を可能とする同法40条改正等の検討



マスター タイトルの書式設定参考︓⾃⺠党 知的財産戦略調査会 提⾔（2021年6⽉1⽇）

57

（３）国会 DX について
令和 3 年通常国会において、デジタル改⾰関連法案が成⽴し、本年 9 ⽉にはデジタル庁が発⾜する等、⾏政 DX が

強⼒に推進されている。他⽅、国会の現場はまだまだデジタル化が遅れており、国会 DX は喫緊の課題である。国会 DX の
総合的な検討は、政治制度改⾰実⾏本部において⾏われているが、国会 DX を進める際に問題となる著作権法上の論点
については、知的財産戦略調査会において検討を⾏ってきた。

特に、国会図書館が⽴法活動の補佐として⾏っている国会議員への資料の複製物の提供がメール等のオンラインではで
きないこと、令和 3 年通常国会での著作権法の改正後もなお国会図書館がデジタル化した資料のうち絶版等資料以外の
もの（現状約 69 万点）は、来館せずに議員会館等から閲覧することができないこと等は、デジタル時代における⽴法活動
の効率化のためだけでなく、国会図書館職員の業務の⾼度化、働き⽅改⾰等の観点からも改善が不可⽋であるが、現⾏著
作権法上は実現できない。

また、国会議員の国会審議の映像を SNS 等に投稿することについては、デジタル時代における政治的表現の⾃由の確
保、統治機構の透明性向上等の観点から重要であるが、現⾏著作権法上は、許諾を得ずにその配信を⾏うことはできない。

以上のように、国会 DX を進める際は、著作権侵害、とりわけ公衆送信権侵害が問題となるが、極めて公益性が⾼い⽴
法活動における DX が著作権を理由に実現できないということはあってはならない。著作権者の利益を不当に害することにな
らないよう配慮しつつ、国会 DX を推し進めるための著作権法の改正が求められる。

以下に具体的に推進すべき事項を列挙する。
● ⽴法⽬的の公衆送信を可能とする著作権法 42 条改正等の検討
● 国会審議映像の SNS 投稿等を可能とする同法 40 条改正等の検討



マスター タイトルの書式設定参考︓⾃⺠党「国会のDX」提⾔（2021年6⽉18⽇）

58



マスター タイトルの書式設定令和5年著作権法改正︓概要

59

１．著作物等の利⽤に関する新たな裁定制度の創設等
 ① 利⽤の可否に係る著作権者等の意思が確認できない著作物等の利⽤円滑化
 ② 窓⼝組織（⺠間機関）による新たな制度等の事務の実施による⼿続の簡素化

 ２．⽴法・⾏政における著作物等の公衆送信等を可能とする措置
 ① ⽴法⼜は⾏政の内部資料についてのクラウド利⽤等の公衆送信等
 ② 特許審査等の⾏政⼿続等のための公衆送信等

 ３．海賊版被害等の実効的救済を図るための損害賠償額の算定⽅法の⾒直し
 ① 侵害品の譲渡等数量に基づく算定に係るライセンス料相当額の認定

 ② ライセンス料相当額の考慮要素の明確化



マスター タイトルの書式設定令和5年著作権法改正︓衆参全会⼀致で成⽴

60出典︓参議院HP 議案情報（https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/211/meisai/m211080211051.htm）



マスター タイトルの書式設定1.著作物等の利⽤に関する新たな裁定制度の創設等
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マスター タイトルの書式設定1.著作物等の利⽤に関する新たな裁定制度の創設等
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マスター タイトルの書式設定2.⽴法・⾏政における著作物等の公衆送信等を可能とする措置
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マスター タイトルの書式設定3.海賊版被害等の実効的救済を図るための損害賠償額の算定⽅法の⾒直し
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マスター タイトルの書式設定

3.デジタルコンテンツ戦略⼩委員会
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マスター タイトルの書式設定知的財産戦略調査会全体像
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知的財産戦略調査会（親会）
⼩林 鷹之 会⻑
阿達 雅志 事務局⻑

① 知財エコシステム戦略⼩委員会
⼤野 敬太郎 ⼩委員⻑
滝波 宏⽂  事務局⻑

② デジタルコンテンツ戦略⼩委員会
⼭下 貴司 ⼩委員⻑
⼭⽥ 太郎 事務局⻑

③ データ戦略⼩委員会
平 将明 ⼩委員⻑
阿達 雅志 事務局⻑

④ 国際標準化⼩委員会
⼤塚 拓  ⼩委員⻑
三宅 慎吾 事務局⻑

⑤ 知的創造価値インフラ推進⼩委員会
⽯⽥ 真敏 ⼩委員⻑
井林 ⾠憲 事務局⻑



マスター タイトルの書式設定デジタルコンテンツ戦略⼩委員会︓概要

67

名称 知的財産戦略調査会
デジタルコンテンツ戦略⼩委員会

⽬的
クリエーターその他の権利者及び利⽤者から幅広い理解と合意を得て、
2023年通常国会に提出予定の著作権制度関連法案を⽇本の知的
財産戦略を⾶躍的に前進させるものとする。また、Web3.0時代の知的
財産戦略に関して、2023年4⽉末までに⼀定の⾒解を⽰す。

テーマ

① クリエーターに対する適切な対価還元のあり⽅

② 著作権制度改⾰関連法案提出に向けて（2023年通常国会）

③ Web3.0時代に向けた法的課題の整理及びルール整備（AI等）

体制 ⼩委員⻑︓⼭下 貴司 衆議院議員
事務局⻑︓⼭⽥ 太郎 参議院議員



マスター タイトルの書式設定

4.2023年提⾔（概要）
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マスター タイトルの書式設定2023年 知的財産戦略調査会提⾔ 概要
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知財・無形資産の投資・活⽤の促進1.

スタートアップ・⼤学を中⼼とした知財エコシステムの強化2.

知財の活⽤を⽀える基盤の整備3.

デジタル時代のコンテンツ戦略4.

デジタル社会の実現に向けたデータ利活⽤の推進5.

市場創出、国際市場の獲得拡⼤のための
ルール形成・国際標準化の戦略的な推進6.



マスター タイトルの書式設定1.知財・無形資産の投資・活⽤の促進
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◼ 改訂「知財・無形資産ガバナンスガイドライン」の企業や投資家・⾦融機関への浸透等による企業と投資
家・⾦融機関との建設的な対話の促進、企業の開⽰・ガバナンス改⾰の進捗をフォローアップし、好事例の収
集等の更なる浸透策を検討
◼ 投資家が企業の知財・無形資産の投資・活⽤状況を把握し対話により企業価値を⾼める責務について、
「スチュワードシップ・コード」次期改訂に盛り込むことを検討
◼ スタートアップ等がのれんや知財等の無形資産を含む事業全体を担保に⾦融機関から資⾦を調達できる
「事業成⻑担保権（仮称）」制度の早期創設、及び、⾦融機関における実施態勢のあり⽅等の検討
◼ 企業の知財・無形資産戦略について、⼈的資本戦略等との⼀体的、統合的な戦略構築と開⽰を、SX
（サステナビリティ・トランスフォーメーション）銘柄の運⽤等を通じて推奨

l ⽇本における知的財産・無形資産に対する投資は諸外国に⽐べて⼤きく⾒劣りしており、我が国のイノベー
ションは中⻑期的に低迷

l 企業の市場価値に占める知財・無形資産の割合は⽶国のS&P500企業では9割に達しているのに対し、
⽇本のNIKKEI225企業では3割程度

l 知財と⼈財を回すべく、企業が、知財・無形資産戦略と⼈的資本戦略等との統合的な戦略に基づき、イノ
ベーション⼈財の育成、知財・無形資産の創造を通じて企業の価値向上・持続的成⻑に知財・無形資産
の創造を通じて企業の価値向上・持続的成⻑につなげていくことが重要



マスター タイトルの書式設定2.スタートアップ・⼤学を中⼼とした知財エコシステムの強化
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◼ 「⼤学知財ガバナンスガイドライン」を、国際卓越研究⼤学制度や地域中核・特⾊ある研究⼤学強化促進
事業等の⼤学改⾰関連施策において活⽤し、全国の⼤学における知財マネジメント・知財ガバナンスを推進
◼ ⼤企業や⼤学に蓄積された知財を⾒える化し、スタートアップへの仲介・マッチング機能を強化。権利者に第
三者へのライセンス意思の表⽰を促すインセンティブを検討
◼ スタートアップの事業戦略・知財戦略の構築を⽀援する⼈材の育成、及び、副業・兼業等を通じた⼈材流
動の円滑化の検討
◼ スタートアップやベンチャーキャピタルへの知財専⾨家派遣や、スタートアップでの事業化を⽬指す技術を有す
る⼤学等への外国出願補助等の⽀援の拡充
◼ ⼤企業がスタートアップに経営資源を提供することで⾃社の企業価値向上につながる取組を促進（改訂
「知財・無形資産ガバナンスガイドライン」の周知徹底等）

l ⼤学が研究成果の社会実装機会を最⼤化する「知の社会実装のハブ」となり、⼤学の研究成果をスタート
アップ等が活⽤できるよう、経済界との調整を経て今年3⽉に策定・公表された「⼤学知財ガバナンスガイドラ
イン」の浸透等を通じ、スタートアップや⼤学を中⼼とした知財エコシステムを強化することが必要

l スタートアップの知財を活⽤した成⻑を⽀援するため、知財専⾨家やベンチャーキャピタルによる⽀援体制等
の強化も必要



マスター タイトルの書式設定スタートアップ⽀援
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マスター タイトルの書式設定3.知財の活⽤を⽀える基盤の整備
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◼ 出願審査の請求から権利化までの審査期間について、10年後においても14か⽉以内を堅持

◼ 「世界最速・最⾼品質」の審査⽔準を維持するとともに、経済安保法に基づく特許出願の⾮公開制度を強⼒
かつ確実に実施すべく、必要な審査官の定員確保を含めた審査体制の整備

◼ スタートアップ等によるイノベーションの創出を促進するため、特許審査の段階でのプッシュ型⽀援を早期に実施

l 我が国企業がグローバルな競争に打ち勝つためには、イノベーションの原資となる研究開発成果を迅速かつ
的確に知財権として保護することが重要

l 開発成果を迅速かつ的確に知財権として保護することが重要。特に、知財先進国としてのイニシアティブの発
揮の⼤前提となる「世界最速・最⾼品質」の⽔準にある我が国の特許審査については、 AI 等の技術を活
⽤しながら、⻑期的にも現在と同程度の⽔準を堅持するとともに、スタートアップなど我が国企業の⾰新的技
術⼒の迅速な保護に貢献していくことが不可⽋



マスター タイトルの書式設定4.デジタル時代のコンテンツ戦略
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◼ 令和５年著作権法改正による新たな裁定制度の施⾏に向けた窓⼝組織の整備、分野横断権利情報検索システム
の構築等に向けた公的⽀援、著作権侵害訴訟等における第三者意⾒募集制度の研究・検討など、著作権制度・関連
政策の改⾰を推進。
◼ デジタルアーカイブ振興法（仮称）を制定。デジタルアーカイブの推進体制・推進計画、財源措置等に係る基本的な
枠組みを整備。ボーンデジタルのコンテンツメディアの⻑期保存や、「新たなマンガナショナルセンター構想」の具体化・実現等
を推進。
◼ 令和５年不正競争防⽌法改正による仮想空間上のデザイン保護（商品形態模倣規制）について、制度の適切な
周知。メタバース上のコンテンツ等をめぐる新たな法的課題への対応⽅策等を整理し、ガイドライン等を通じて周知。
◼ 海外海賊版サイトの運営者摘発に向け、国内犯として処罰可能な場合についての法的整理を⾏うほか、国際執⾏の
強化や正規版流通の促進に向けた予算措置を拡充。海賊版運営等に利⽤される各種⺠間サービス（動画投稿サイト、
CDNなど）についての必要な対策を推進。
◼ クリエイターへの適切な対価還元の促進に向け、プラットフォーマーが果たす役割、バリューギャップへの対応、取引透明
化、国際的な制度との調和による販売⼒の強化等の視点を含め、デジタル時代に即した新たな対価還元の仕組みを構想。
◼ 我が国コンテンツ産業の構造転換と「世界で売れる」作品づくり・販売戦略の積極的展開に向け、各分野の事業再構
築、担い⼿育成・就労環境改善、世界⽔準の制作環境構築、販売⼒・交渉⼒の強化、競争政策上の課題への対応等
を推進。
◼ ⽣成系AIをめぐる知財法上の課題について法的考え⽅を整理。著作権法上の課題等に関し、ソフトローの整備や⽂
化政策・競争政策のあり⽅等を検討。AI政策とデジタルアーカイブ政策との戦略的な連携を推進。



マスター タイトルの書式設定5.デジタル社会の実現に向けたデータ利活⽤の推進
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◼ 新しい「重点計画」において、データ戦略が政府の中⼼課題として整理・実⾏されることを明確化し、各施
策を着実に推進
◼ 「ルール実装ガイダンス」を活⽤するなどして、重点分野等におけるルール実装の取組を早期に実現できる
よう加速化して推進
◼ 企業間取引データのデータ連携を⾏うデータ連携基盤をルールの整備と実装を含めて推進
◼ ⽣成系AIにおける⽇本語バイアス等の問題に対応するため、様々なデータ・コンテンツのアーカイブ化を進
める基本的な枠組みの整備により、AIによるデータ利活⽤を推進する環境を整備
◼ DFFTについて、⽇本が先導的に推進し、政府と⺠間が協働するマルチステークホルダーによる国際的な
枠組みを実装し、プロジェクトの成功事例の創出、各国・地域との共有などを推進

l イノベーションを促進するためには、データ連携・共有の価値、ユースケースの共通認識を形成するとともに、 
成功事例の創出、共有が重要

l 個別の分野ごとに、個々のデータ取引のリスクに応じたルール実装が必要



マスター タイトルの書式設定DFFT︓Data Free Flow with Trustとは
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安倍総理が2019年1⽉のダボス会議で提唱したデータ流通に関するコンセプト
出
典
#
外
務
省H

P

︵https://w
w

w
.m

ofa.go.jp/m
ofaj/files/

10
01
67
36
2.pdf

︶



マスター タイトルの書式設定安倍総理（当時）の2019年ダボス会議における演説（抜粋）
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マスター タイトルの書式設定G7群⾺⾼崎デジタル・技術閣僚宣⾔（DFFT）
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マスター タイトルの書式設定G7群⾺⾼崎デジタル・技術⼤⾂会合 DFFTに関する付属書
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マスター タイトルの書式設定6.市場創出、国際市場の獲得拡⼤のためのルール形成・国際標準化の戦略的な推進
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n経済戦略への埋め込み

n政府内での産業政策の浸透

n⼈材の育成

n国内⽀援サービス基盤の強化

n 「標準化による市場創造基⾦」の創設

n 「標準化による市場創造本部」の設置検討を含め、司令塔機能の強化

l 標準化は経営戦略の中核をなす重要なマーケティング戦略に他ならず、 企業だけでなく、国の重要な産業
政策であるが、先⾏する欧州、近年急速に存在感を増す中国に⽐し、我が国の取り組みは、官⺠の意識の
希薄さ、施策・体制の脆弱さなども含め、⾮常に憂慮すべき状況

l ⽇本企業がモノ作りに加え、国際標準化というルール作りへの能動的な取り組みを通じ、海外などで新たな
巨⼤な市場を創造、その新市場で先⾏者利益を獲得し、経済成⻑につなげることが必要



マスター タイトルの書式設定国際標準化

81出典︓エブリセンスジャパン株式会社資料より



マスター タイトルの書式設定国際標準化

82出典︓エブリセンスジャパン株式会社資料より



マスター タイトルの書式設定国際標準化
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EUの国際標準化（ブリッセル効果、規制の先導、輸出）

１. 現⾏法
・ 競争法（EU単⼀市場形成）
・ GDPR（⼀般データ保護規則）
・ REACH規制（化学品に関する情報開⽰規則）

２. 検討中
・ DMA (デジタル市場規則）
・ DSA（デジタルサービス規則）
・ DD指令（企業持続可能性デューデリジェンス）
※ AI規則（DSAの⼀部として）



マスター タイトルの書式設定

5.デジタル時代のコンテンツ戦略
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マスター タイトルの書式設定UGC時代のコンテンツ流通
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マスター タイトルの書式設定1.著作権制度・関連政策の改⾰の推進
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l 現状・問題意識
デジタル化の進展に伴い、コンテンツの流通量の増⼤や取引形態の多様化
が進む中にあって、膨⼤かつ多種多様な著作物の権利処理にかかる⼿間・
時間的コストをいかに低減できるかが、コンテンツ・エコシステムを活性化させる
上での最⼤のカギとなっている。
このような中、令和５年通常国会においては、簡素で⼀元的な権利処理
の実現を⽬指した新たな裁定制度（未管理著作物裁定）の創設や、国
会・⾏政のDX等を内容とする著作権法改正法案を提出し、これが成⽴した。
これらを踏まえつつ、改正著作権法の施⾏に向けた必要なインフラ整備など、
更なる取組を推進し、デジタル時代に対応した著作権制度・関連政策の改
⾰を実現していく必要がある。



マスター タイトルの書式設定1.著作権制度・関連政策の改⾰の推進（提⾔）
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①新たな裁定制度については、簡素・迅速な⼿続きの実現を⽬指し、アウトオブコマースを含めた著
作物の利⽤促進や利⽤期間（３年）のスムーズな更新の確保など、制度運⽤の具体化を図るとと
もに、権利者・利⽤者双⽅のメリットを最⼤化するよう、両者の協⼒を得つつ、窓⼝組織の整備等の
施⾏準備を進めていく必要がある。

②さらに、デジタル時代のスピードに対応し、権利処理にかかる⼿間・時間コストを⼤幅に削減するよ
う、分野ごとの権利情報データベース及びこれらと連携した分野横断権利情報検索システムの構築を
⼗分な公的⽀援によって推進するとともに、プラットフォーマー・通信事業者等の協⼒も得つつ、デジタ
ルライセンス市場の形成に向けた実証実験を⾏うなど、デジタルで⼀元的に完結する仕組みを⽬指す
べきである。その際、ジャパンサーチなどデジタルアーカイブとの連携を図るべきである。

③司法判断が技術的な観点や国際的な観点も含めて広い視野に⽴ってなされるよう、著作権侵害
訴訟等における第三者意⾒募集制度について、制度の研究及び導⼊の検討を進めるべきである。

④これらを含め、デジタル時代における著作権法の整備の在り⽅について、引き続き検討すべきである。



マスター タイトルの書式設定分野横断権利情報データベース（統合ID付与・データ標準化）

88出典︓⽂化庁『「デジタルトランスフォーメーション（DX）時代に対応した著作権制度・政策の在り⽅について」第⼀次答申』13⾴

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/bunkakai/66/index.html


マスター タイトルの書式設定第三者意⾒募集制度（特許法に令和3年導⼊、著作権法なし）
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https://www.jpo.go.jp/resources/shingikai/sangyo-kouzou/shousai/chizai_bunkakai/15-shiryou.html


マスター タイトルの書式設定2.データ利活⽤に係る社会インフラとしてのデジタルアーカイブの整備促進
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l 現状・問題意識
デジタルアーカイブは、イノベーションの源泉ともいうべきデータやコンテンツの共
有基盤となり、社会のあらゆる⾯における知的活動を⽀える役割を果たしてお
り、デジタルアーカイブの整備を通じ、これらの知的資産をフル活⽤できる環境
を構築していくことが重要である。
また、⽣成系AIにおける⽇本語バイアス等の問題に対応していく上でも、⽇
本語コンテンツ等のデジタルアーカイブ化が重要となるほか、⽇本のコンテンツ
の強みを活かしたAI開発等を推進するに当たっても、デジタルアーカイブの活
⽤が想定される。以上の認識の下、データの利活⽤に係る社会インフラとして、
デジタルアーカイブの整備を推進していく必要がある。



マスター タイトルの書式設定2.データ利活⽤に係る社会インフラとしてのデジタルアーカイブの整備促進（提⾔）
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①デジタルアーカイブ振興法（仮称）を制定し、データ利活⽤に係る社会インフラとして包括的データ
戦略等におけるデジタルアーカイブの位置付けを明確にし、その理念の下、推進体制や推進計画、必
要な財源措置等に係る基本的な枠組みの整備、地域レベルのデジタルアーカイブ⽀援拠点の設置
推進、デジタルアーカイブを⽀える⼈材育成、多⾔語字幕化・⾳声読み上げ等の⽀援等を、⺠間関
係者等と⼀体となって⽬指すべきである。また、裁判記録や⾏政⽂書等の公⽂書について、閲覧等
制限がかかったものや要機密情報が含まれるものも含め、早急なデジタルアーカイブ化を進める必要が
ある。

②経年劣化による毀損のおそれが⾼いボーンデジタルのコンテンツメディア（パッケージ系電⼦出版
物）について、⻑期保存を可能とするよう、国⽴国会図書館におけるマイグレーション等の取組を計
画的に推進するとともに、デジタル版のニュースやデジタルリリースの⾳楽・映像等の納本制度の対象
化とすることの検討を進めるべきである。

③我が国が誇るマンガ・アニメ・ゲーム等の⽂化資源について、デジタルアーカイブを含めた収集・保存、
利活⽤を促進するための中核ともなる、「新たなマンガ・アニメ・ゲーム等のセンター構想」を具体化し、
その実現を図るべきである。



マスター タイトルの書式設定メディア芸術センター構想（新旧）
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出典（上）
MANGA議連2022年12⽉7⽇説明資料

出典（下）
MANGA議連2022年4⽉8⽇説明資料

従
来
案



マスター タイトルの書式設定3.仮想空間における知財保護等への対応
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l 現状・問題意識
メタバース等の新たな潮流を、我が国コンテンツビジネスのチャンスとして活か
していくためには、その隘路となり得る法的課題への対応や、コンテンツホル
ダーの権利保護、利⽤者保護等の対応を、適切に⾏っていくことが必要であ
る。
メタバース等におけるデザイン保護の対応としては、仮想空間上での商品形
態模倣品の提供⾏為を防⽌するよう、不正競争防⽌法の改正を⾏うべく、
所要の法律案（知財⼀括法）を令和５年通常国会に提出したところであ
る。
以上を踏まえつつ、官⺠の連携の下に、ソフトローを含めた必要なルールの整
備と周知を進めるなど、仮想空間における知財保護等の新たな課題に適切
に対応していく必要がある。



マスター タイトルの書式設定
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https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/hougakuken/R04_AI_01_siryou.html


マスター タイトルの書式設定メタバース空間等における模倣⾏為の防⽌（令和5年改正）
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マスター タイトルの書式設定3.仮想空間における知財保護等への対応（提⾔）
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①不正競争防⽌法の改正については、その施⾏に当たり、著作権法等によるデザイン保護と
の違いについてわかりやすく説明するなど、制度の周知を適切に⾏う必要がある。

②メタバース上のコンテンツ等をめぐる新たな法的課題への対応について、関係事業者や、メ
タバースユーザー、コンテンツホルダー等において留意すべき事項や、有効な対応⽅策等の整
理を⾏い、ガイドライン等を通じて周知を図るべきである。



マスター タイトルの書式設定4.インターネット上の海賊版対策と正規版流通促進の強化

97

l 現状・問題意識
海外海賊版サイトによる被害は、マンガ等の海賊版について、出版社等の
対策チームが法的措置を進めていた⼤型サイトが相次ぎ閉鎖となったものの、
後継サイトの出現等が続いている。また、中南⽶等におけるアニメ海賊版サイ
ト等の被害も拡⼤している。
これらの状況を踏まえ、インターネット上の海賊版対策と正規版流通促進に
ついて、更なる対応強化を図っていくことが必要である。



マスター タイトルの書式設定海賊版被害2.0兆円超（2023年3⽉報告）
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マスター タイトルの書式設定
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海賊版︓中南⽶における⽇本アニメの状況
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マスター タイトルの書式設定
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海賊版︓マンガを含む違法出版物サイトの状況
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マスター タイトルの書式設定4.インターネット上の海賊版対策と正規版流通促進の強化（提⾔）
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①海外海賊版サイトの運営者摘発に向け、国際捜査共助の枠組みによる捜査を有効に推
進できるよう、海外に拠点を置く⽇本⼈・⽇本企業の著作権を侵害する海賊版サイトについ
て、国内犯として処罰が可能な場合の法的整理を進めるなど、国際連携・国際執⾏の強化
を図るべきである。

②海賊版サイトの運営等に利⽤される各種⺠間サービス（動画投稿サイト、CDNサービス、
ドメインサービス、検索サイトなど）について、侵害防⽌措置や発信者情報開⽰命令への真
摯な対応、侵害者への広告報酬⽀払いの禁⽌等の必要な対策が取られるよう、⺠間事業
者との協⼒を推進すべきである。権利保護・権利処理においてプラットフォーマー等が果たす
役割についても、整理が図られるべきである。

③成果が出ている海賊版サイトへの共同執⾏や国際執⾏をより⼀層進めるとともに、予算
措置の更なる拡充を図るため、国をあげて効果的な正規版流通促進を⽀援する体制を整
備すべきである。



マスター タイトルの書式設定海賊版対策
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マスター タイトルの書式設定海賊版対策︓中国公安当局によるB9GOODの摘発
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マスター タイトルの書式設定海賊版対策︓⽇本アニメ「海賊版サイト」 ブラジルで初摘発
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マスター タイトルの書式設定5.クリエイターへの適切な対価還元の促進
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l 現状・問題意識
我が国発の質の⾼いコンテンツを持続的に⽣み出していく基盤として、クリエ
イターが、コンテンツの利⽤に応じた適切な収益を得られ、新たな創作活動に
つなげられるようにする仕組みの構築が不可⽋である。
デジタル・ネットワーク化の進展に伴い、コンテンツの流通・利⽤等の在り⽅も
⼤きく変化しており、これらを踏まえ、クリエイターへの適切な対価還元の仕組
みを構築していく必要がある。



マスター タイトルの書式設定5.クリエイターへの適切な対価還元の促進（提⾔）
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①クリエイターへの対価還元に係る過渡的な措置として、令和４年１０⽉に対象機器（ブ
ルーレイディスクレコーダー）が追加された私的録⾳録画補償⾦制度については、追加対象
機器に係る補償⾦の徴収・分配が速やかに⾏われるよう⽀援する必要がある。12

②配信プラットフォームや投稿サイトをはじめ、コンテンツの流通・利⽤形態が急速に変化する
中にあって、プラットフォーマーが果たす役割、バリューギャップへの対応、取引透明化、国際的
な制度との調和による販売⼒の強化等の視点を含め、デジタル時代に即した新たな対価還
元の仕組みの構想を、簡素で⼀元的な権利処理の制度化（著作権法改正）を踏まえ、
さらにスピード感をもって進めるべきである。



マスター タイトルの書式設定クリエーターへの対価還元
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マスター タイトルの書式設定6.我が国コンテンツ産業の構造転換の促進
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l 現状・問題意識l 現状・問題意識
デジタル化の時代を迎え、世界のコンテンツ市場は急速に拡⼤しており、コン
テンツ産業は、デジタル経済における成⻑産業の主役へと躍進している。
デジタル時代のコンテンツ市場はボーダレス化・グローバル化し、巨⼤プラット
フォーマーが伸⻑すると同時に、よいコンテンツは「世界で売れる」チャンスが拡
⼤している。しかしながら、⽇本のコンテンツ産業は未だ国内市場を前提とした
産業構造から脱却しきれておらず、世界展開を前提としたビジネスモデルへの
転換も急務となっている。
このような中にあって、国内の経済界からも、改⾰に向けた積極的な動きが
⽣じてきている。



マスター タイトルの書式設定6.我が国コンテンツ産業の構造転換の促進（提⾔）
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①⽇本発IPの国際的なプレゼンスを⾼め、世界の成⻑⼒を取り込むよう、我が国コンテンツ
産業の構造転換を促進し、「世界で売れる」作品づくり・販売戦略の積極的展開を図る必
要がある。そのため、官⺠連携による協議の場を設置し、⺠間の⾃発的な変⾰を促しながら、
各分野における事業再構築や、担い⼿育成・就労環境の改善、世界⽔準の制作環境の
構築、販売⼒・交渉⼒の強化、競争政策上の課題への対応等を推進すべきである。



マスター タイトルの書式設定7. AI と知的財産をめぐる課題への対応
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l 現状・問題意識
最近における⽣成系AI技術の急速な進歩により、コンテンツ⽣成のための
AI利⽤が広がり、⼤量のAI⽣成物が⽣み出されており、これに伴い、著作権
法など知財法上の課題も噴出している。
こうした状況にかんがみ、AIと知的財産をめぐる課題について、関連政策との
連携も図りつつ、適切に対応していく必要がある。



マスター タイトルの書式設定

学習済みモデル 派⽣モデルAIプログラム学習⽤データ

学習⽤データの
収集・選択・加⼯

機械学習 追加学習

画像

画像

画像

i2i t2i

①AIの開発 ②AIの利⽤

③AI⽣成物

令和５年４⽉3⽇ 決算委員会 ⾃由⺠主党 ⼭⽥ 太郎 出典︓⼭⽥太郎事務所にて作成

AI︓AI⽣成物と著作権問題



マスター タイトルの書式設定
（著作物に表現された思想⼜は感情の享受を⽬的としない利⽤）

第三⼗条の四 著作物は、次に掲げる場合その他の当該著作物に表現された思想⼜は感
情を⾃ら享受し⼜は他⼈に享受させることを⽬的としない場合には、その必要と認められる限
度において、いずれの⽅法によるかを問わず、利⽤することができる。ただし、当該著作物の種
類及び⽤途並びに当該利⽤の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場
合は、この限りでない。

⼀ 著作物の録⾳、録画その他の利⽤に係る技術の開発⼜は実⽤化のための試験の⽤に供
する場合

⼆ 情報解析（多数の著作物その他の⼤量の情報から、当該情報を構成する⾔語、⾳、影
像その他の要素に係る情報を抽出し、⽐較、分類その他の解析を⾏うことをいう。第四⼗七条
の五第⼀項第⼆号において同じ。）の⽤に供する場合

三 前⼆号に掲げる場合のほか、著作物の表現についての⼈の知覚による認識を伴うことな
く当該著作物を電⼦計算機による情報処理の過程における利⽤その他の利⽤（プログラム
の著作物にあつては、当該著作物の電⼦計算機における実⾏を除く。）に供する場合

令和５年４⽉3⽇ 決算委員会 ⾃由⺠主党 ⼭⽥ 太郎 出典︓著作権法を基に⼭⽥太郎事務所にて作成

AI︓「著作権法30条の４」の課題



マスター タイトルの書式設定7. AI と知的財産をめぐる課題への対応（提⾔）
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①⽣成系ＡＩをめぐる知財法上の課題に対応するよう、ＡＩ技術の進歩を促進しつつ、濫
⽤的な使⽤を防ぎ、我が国の強みとなるコンテンツ産業をより発展させる観点から、具体的
事例の把握・分析や法的考え⽅の整理を⾏うとともに、著作権法上の課題＊等に関し、ソ
フトローの整備や⽂化政策・競争政策のあり⽅等についての検討を⾏うべき。
＊「著作権法上の課題」︔学習⽤データとしての著作物利⽤に係る著作権権利制限（著
作権法第30条の４）の取扱い、AI⽣成物の著作物性、AI⽣成物による著作権侵害の成
否など13

②総合的なAI施策について、政府における司令塔の指定や継続的に議論・情報収集する
会議体の設置、AI政策とデジタルアーカイブ推進策との戦略的な連携を進めるべき。


